
北海道の林業担い手対策の実績・評価（これまでに実施した林業労働力の確保の促進を図るための施策）

H8 9 10 11 12 H13 14 15 16 17 18 H19 20 21 22 23 H24 25 26 27 28 H29 30 R元 2 3

（１）雇用管理体制の充実と雇用管理の明確化　　※「１（７）雇用管理の改善計画の認定及び推進」で再掲

（２）労働条件の改善

　　　　※事業開始当初の支給対象日数：下限１５０日、上限２３０日　　(H8～)支給対象の緩和：下限１４０日→１２０日

 森林作業員就業条件整備事業（就労長期化事業）（H14～）※(H22～)支給対象日数の引上げ（下限120日→140日、上限230日→250日）※(H28～）支給対象年齢を70歳未満から65歳未満に引き下げ、助成額の見直し

 森林作業員就業条件整備事業（福利厚生向上事業）(H14～H21)

 林業労働環境整備事業（休憩施設）(H5～）

 林業労働環境整備事業（機具・装備等の開発・改良）(H20～）

 林業労働力育成協議会(H10～）

（３）林業労働者の募集　※第３期より「２（２）新規参入者の確保」で整理

（４）林業労働災害の防止 （３）労働災害の防止

 災害事例集作成

 林業担い手研修 (かかり木処理訓練）(H22・23)

 林業担い手研修 (蜂等被害対策研修）(H22・23)

 蜂被害対策促進事業(H16～H23）

 安全管理指導専門家養成(H20～H26)

（５）事業量の確保 ※「１（７）雇用管理の改善計画の認定及び推進」で再掲 （４）事業量の確保 

（６）高性能林業機械の導入促進 （５）高性能林業機械の導入促進 （５）低コスト作業システムの導入促進

 リース等制度検討

 林業機械技術者確
保事業

 新作業システムオペレーター活用事業(H8～H12)

（７）林業労働者の技術・技能の向上 （６）林業労働者の技術・技能の向上

 林業担い手研修
（一般研修）(H22)

 「伝承の森」山づくり技術活用事業(H11～H13)

 林業担い手研修(作業リーダー育成研修）(H22）

 林業担い手研修(低コスト施業実践研修）
 (H22～H26)

 林業担い手研修
(林業事業体ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ研修）(H26)

 林業担い手研修事業(H22～） 体系の見直し・拡充（R２～）

 林業担い手研修（地域提案型研修）(H24～）

（１）新規参入普及啓発

森の魅力
発信し隊（R2)

（２）新規就業者研修

 森林づくりボランティア支援事業
(H13～H16)  森林づくり体制強化事業(H17～18)　　　　

 新規就業サポート事業(H18～H21)　　

 緊急雇用対策事前
 研修事業(H21)

（３）林業就業促進資金の貸し付け

（４）北の森づくり専門学院の設置

                    北森カレッジの開校（R2～）
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農林漁業の新たな担い手確保モデル事業（R1～）

 新規参入定着促進事業(H9～H16)

 新たな森林整備担い手実践技術向上推進事業 (H22～H24）

 林業担い手研修（基礎研修）(H22～)

 新たな森林整備担い手育成事業(H19～H21)

 森林づくりﾈｯﾄﾜｰｸ整備事業
 (H12～H13)

 林業就業促進資金償還免除事業(H14～）

 就業促進資金貸付事業(H9～)

第５期（平成２９年度～令和３年度）

労働安全衛生改善対策セミナー（H27～)

 リスクアセスメント定着促進(H20～)

 林業担い手研修 （高性能林業機械操作等技術研修） (H22～)

第４期（平成２４年度～平成２８年度）第３期（平成１９年度～平成２３年度）

 安全衛生指導員養成(H12～）

 安全衛生フォーラム

 退職金共済制度加入促進事業(H5～H13)

第１期（平成８年度～平成１２年度） 第２期（平成１３年度～平成１８年度）

１
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用
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理
の
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化
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 林業機械作業担い手確保事業(H9～H11)

 安全巡回指導(H12～）

 森林作業員長期就労促進事業(H5～H13)

 森林作業員有給休暇取得促進事業(H7～H18)

 林業傷害保険加入促進事業(H9～H17)

 安全衛生講習指導(H12～）

 間伐材利活用推進セミナー事業

 林業労働環境整備事業（安全衛生確保設備・装備）(H11～）

 林業担い手研修
 (登録事業体職場内研修）(H22～H23)

 森林作業員林業特別研修(H19～
H20)
 次世代リーダー支援事業(H19～H20)

 林業担い手研修
 (ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ・ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修）(H24～H25)

 新林業機械作業システム技術者養成事業(H13～H21)

 グリーンマイスター養成研修(S56～H21)

 林業担い手研修事業（技能講習(資格取得)）(H22～）

 新作業システムオペレーター育成事業(H8～H12)

 技能作業員養成事業(H5～H21)

（７）雇用管理の改善計画の認定及び推進

 雇用管理等改善措置計画認定(H9～）

（２）新規参入者の確保

 林業担い手研修 （林業現場指導研修）(H27～）

クール林業担い手確保対策事業(H28～）


若年林業労働者就業促進事業(H27～）

 ジュニア・フォレスター養成事業(H9～H13)

 新規参入定着支援事業(H19～)

農林漁業新規就業安心
サポート事業(R2～)

各地域での林業担い手確保推進協議会の活動（H28～）

 林業就労体験学習促進事業(H5～H13)  林業技術現場体験研修事業(H17～)

 林業グループ活動活性化促進事業(H6～H13)

： 終了： 現在実施 資料３-１



森林整備担い手対策推進費 

１ 目的・概要等 

北海道森林整備担い手支援センター等との連携により、林業労働者の安全衛生の確保、技術技能の向上、福利厚生の

充実等に資する事業を実施し、林業労働者の育成・確保を総合的に推進する。 

２ 事業内容 

（１） 北海道森林整備担い手支援センター事業費（実施主体：北海道森林整備担い手支援センター） 

事業名 事業内容 

① 森林作業員就業

条件整備事業 

就労長期化を推進するため、就労日数に応じた奨励金を支給 

対
象 森林作業員 

要
件 

· 中退共又は林退共の被共済者 

· 年間１４０日以上林業労働に従事すること 

· ６５歳未満（R２.１１.１時点）など 

対象期間 R２.１１．１～R３．１０．３１ 

 

就労日数 1 日当り掛金等 1 日当り 

区分 作業員 事業主 市町村 道 奨励金 

１４０～１６９ ８０円 ８０円 ８０円 ８０円 ３２０円 

１７０～１８９ ８０円 ８０円 ８５円 ８５円 ３３０円 

１９０～２０９ ８０円 ８０円 ９０円 ９０円 ３４０円 

２１０～２２９ ８０円 ８０円 ９５円 ９５円 ３５０円 

２３０～２５０ ８０円 ８０円 １００円 １００円 ３６０円 

（注）２５０日を上限 

② 林業担い手研修事

業 

森林作業員の技術・技能の向上を図るため、研修等を一体的に開催するとともに、研修生の

参加に係る経費を助成 

区分 内容 

基礎Ⅰ 林業の基礎的な知識や技術の研修の開催 

基礎Ⅱ 造林作業に必要な知識や技術の実践的な研修の開催 

林業機械Ⅰ 高性能林業機械の操作技術の研修の開催 

林業機械Ⅱ 複数の林業機械による作業システムの設計等の研修の開催 

林業現場指導研修 

伐木技術Ⅰ 

研修修了者の知識や技能を地域に定着・普及させるための自主的な現場

研修の開催経費の助成及び伐倒技術に関するワークショップの開催 

伐木技術Ⅱ 
現場条件に適応したチェーンソーによる高度な伐倒技術を習得する研

修の開催 

現場管理Ⅰ 現場管理責任者育成のため、法令知識や森林情報技術等の研修の開催 

現場管理Ⅱ 現場管理責任者育成のため、安全衛生管理や人員管理等の研修の開催 

技能講習 

地山の掘削及び土止め支保工作業主任者、はい作業主任者、フォークリ

フト運転技能、車両系建設機械運転技能、玉掛技能、小型移動式クレー

ン運転技能、不整地運搬車運転技能、素材格付講習、特別教育（車両系

林業機械）など、技能講習の受講経費助成 

林業労働力育成協議

会 

就業条件の改善などを効果的に進めるための協議会や部会の開催 

 

③ 新規参入定着支

援事業 

新規参入者の通年雇用に取り組む事業主に対して奨励金を支給 

助成対象人数 12 名 

助成額 １年目：３０万円／年、２年目：１５万円／年 
 

④ 林業就業促進資

金償還免除事業 

林業就業促進資金借受者のうち一定の要件を満たす者について償還の一部を免除 

出身別 限度額 償還期間 据置期間 免除額 

道外 １５０万円 １０年以内 

４年以内 

３０万円 

道内 １００万円 ８年以内 ２０万円 

地元市町村 ３０万円 ６年以内 なし 
 

⑤ 林業担い手確保

業務推進事業 

森林作業員就業条件整備事業、林業担い手研修事業、新規参入定着支援事業、林業就業促進

資金償還免除事業の事業実施に係る業務推進費 

⑥ 林業担い手確保業務推

進事業（負担金） 

林業就業促進資金貸付事業事務費、管理運営経費などの森林整備担い手支援センターの運営

に係る負担金 
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（２） 推進事業費 

事業名 事業内容 

① 林業担い手研修

事業（路網作設高

度技能者育成研

修） 

森林作業道の作設における高度な知識や技術を有する現場技術者を育成するための研修を実施 

事業内容 

木材生産現場における ICT 等先端技術を活用して路網作設することのできる高度技能者を

育成する研修を実施 
 

② 林業技術現場体

験学習（実施主

体：(一社)北海道

林業機械化協会） 

林業就業の動機付けを図るため、林業を学ぶ高校生等を対象とする林業技術現場体験学習を実施 

事業内容 

林業に対する理解・興味を深め、就業意欲を向上させるため、高性能林業機械による作業

現場や木材加工施設など現地学習を実施 
 

③ 若年林業労働者

就業促進事業（実

施主体：北海道） 

若年労働者の参入を推進するため、学校やハローワークと連携し、就業者の獲得に有効な各

地域で、林業への就業促進を目的に、若年者（特に道内農業高校森林科学科の生徒）に林業就

業に向けた相談会やセミナーを実施 

区分 実施内容（例） 

業界相談会 
林業事業体の個別ブースを設け、高校の生徒が林業事業体に対して、林業の

具体的な仕事内容や就労条件について質疑 

セ ミ ナ ー 

· 参加事業体の作業員が、現場での仕事内容や体験、やりがい等を説明 

· 各種団体・行政等の支援情報（冊子等）を配布説明 

· パネル展やチェーンソー等の林業機器を展示 
 

④ 林業労働環境整

備事業（実施主

体：認定事業主／

登録林業事業体

かつリスクアセ

スメント導入事

業体 

労働環境を改善するための施設や設備等の導入、安全確保につながる機具や装備等の開発・

改良に必要な経費を助成 

対象施設・設備 

移 動 式 休 憩 施 設 

固 定 式 休 憩 施 設 

安全衛生確保設備・装備 

機具・装備等の開発・改良 
 

⑤ 林業労働安全衛

生活動促進事業

（実施主体：北海

道(一部委託)／

林災防道支部） 

林業労働災害の未然防止対策の実施に必要な経費を助成 

区分 内容 補助率 備考 

国庫補助事業 

安全衛生指導員の養成：１５名 
1/2 以内

（国） 

 

作業現場の巡回指導：１４０箇所 

労働安全衛生改善対策セミナー：３回 

道単独 リスクアセスメント定着指導：４６事業体 
1/2 以内

（道） 

 

国庫補助事業 

林業労働安全衛生講習指導（委託） 

· 安全作業ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ訓練：２回 

· 蜂等対策指導専門家養成：１回 

－ 
国 1/2 

道 1/2 
 

⑥ 林業担い手研修事

業地域提案型研

修（実施主体：研

修提案者） 

各地域の林業関係者から実践的な研修を募集し、地域の課題等から研修を採択 

その研修実施に必要な経費の１／２以内を助成 

区分 実施内容（例） 

地域提案型研

修 

各地域森林の整備にふさわしい施業を実践できる地域林業の担い手を育

成・確保する研修（林業技術研修、林業技術現場体験学習や業界相談会（ｾ

ﾐﾅｰ）の開催等） 
 

⑦ 森林整備担い手

対策推進指導事

務費（実施主体：

北海道） 

円滑な事業実施に係る指導事務費 

区分 内容 

旅費 事業体指導、事業普及啓発等 

需用費 消耗品等 

役務費 資料送付代等 
 

 

 

区  分 非公共（交付金）、道単独 予算額（千円） 国 道 その他 

実施主体 上記「実施主体」のとおり Ｒ３年度 109,226 5,226 104,000 － 

実施年度 Ｈ５～ Ｒ２年度 109,226 5,226 104,000 － 

負担区分 

（１）①別表のとおり、②～⑤道 10／10 以内、

⑥道１／２、市町村１／４、団体１／４ 

①国 10／10、②,④,⑥道１／２以内、 

（２）③,⑦道 10／10、⑤別表のとおり 

担当課・係 

林業木材課 

担い手育成係（内線28-580） 

事業体育成係（内線28-579） 
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【拡充】農林漁業新規就業安心サポート事業費 

１ 目的・概要等 

首都圏などからの新たな担い手となり得る人材の幅広い確保に向けて、農林漁業への関心が低い転職希望者などに

対して新たな就業の選択肢とするため、本道の農林漁業の一体的な情報発信や、就業希望者の就業と移住のミスマッ

チを解消する取組を実施する。 

２ 事業内容 

区分 内容 

北海道農林漁業就業

サポート連携会議 

【直営】 

○ 庁内関係部等で構成し、先輩就業者によるジョブセミナー及び就業実習サポートにつ

いて、実施に向けた方策検討・効果検証・情報共有を行い、効果的な事業実施を推進 

移住プロモーション 

【委託】 

（拡充） 

○ 新たな移住関心層を対象として、北海道の農林漁業に就業・移住した生活がイメー

ジできるような動画など、Web 上で視聴できるコンテンツを作成し、SNS 及び動

画サイトを活用したプロモーションを実施 

先輩移住者によるジ

ョブセミナー 

【委託】 

○ 就業者による本道の農林漁業の仕事やその魅力などの紹介、地域の生活情報などを

提供するイベントをオンラインで開催し、農林漁業を一体的にＰＲ（オンライン 4

回） 

就業体験サポート 

【委託】 
○ 企業等の情報を掲載したマッチングサイトの運営による情報発信と、就業希望者の

希望に沿った就業先・移住先での就業体験の機会を提供し、スムーズな就業・定着を

促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分 非公共（交付金） 予算額（千円） 国 道 その他 

事業主体 北海道 Ｒ3 年度 13,068 6,370 6,698 － 

実施年度 R2～4 Ｒ2 年度 10,226 4,661 5,565 － 

負担区分 国１／２ 担当課・係 

技術普及課担い手対策係（内線 27-807） 

水産経営課担い手育成係（内線 28-213）

林業木材課担い手育成係（内線 28-580） 

※国費は「地方創生推進交付金」 

就業・定着の促進 

＜事業イメージ＞ 

北海道農林漁業就業 

サポート連携会議 
（庁内関係部等で構成） 

就業体験サポート【委託】 

先輩移住者によるジョブセミナー【委託】 

移住プロモーション【委託】（拡充） 

就業体験の実施 

働くイメージの喚起 

関心層の取り込み 

情報共有 

方策検討 

効果検証 
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≪ 森林整備等支援事業費（市町村の体制強化）≫ 

 

【新規】「森の魅力発信し隊」による雇用拡大事業 

１ 目的・概要等 

林業・木材産業における担い手の確保や定着を進めるため、若手林業就業者等によるネットワークを構築し、仕事や

山村地域のライフスタイルに関する情報交換を促進するとともに、これらの情報を自然の中での仕事や生活に興味の

ある層へ幅広く効果的に発信する。 

２ 事業内容 

区分 内容 

森の魅力発信し隊 

【直営】 
○ 若手林業就業者、北森カレッジ生徒及び若手行政職員による SNS ツールを活用した

ネットワーク（森の魅力発信し隊）を構築 

○ 「森の魅力発信し隊」による SNS ツールを活用した情報交流 

「森の魅力発信し隊」

による雇用拡大 

【委託】 

○ 「森の魅力発信し隊」による SNS ツールで共有されている情報から、北海道の林業・

木材産業の仕事風景やライフスタイルなどの情報を最適化して効果的に発信 

○ 「森の魅力発信し隊」における交流会等の開催や隊員の活動などの取材により「森の

魅力発信し隊」を PR 

 

 

区  分 道単独 予算額（千円） 国 道 その他 

事業主体 北海道 Ｒ3 年度 1,000 － 1,000 － 

実施年度 R3～4 Ｒ2 年度 － － － － 

負担区分 

道10／10 

※道費は「森林整備等

支援基金繰入金」 

担当課・係 
林業木材課担い手育成係 

（内線 28-580） 

＜事業イメージ＞ 

SNSツールに
よる情報交流

若手林業
就業者

北森カレッ
ジ生徒

若手行政
職員

道内林業・木材産業への若手の定着 

情
報
発
信
・
Ｐ
Ｒ
（
委
託
） 

既存の担い手対策事業・

イベント等 

新たな担い手の確保 

幅広い層に情報を届け、関心層を誘導 

SNS 等や既存

メディアを活用 

情報の

最適化 

森の魅力発信し隊 

-55-





北の森づくり専門学院管理費 
 

１ 目的・概要等  

本道における林業・木材産業の即戦力となり、将来的に企業等の中核を担う地域に根差した人材を育成するため、

「北海道立北の森づくり専門学院」の運営体制を構築するとともに、安定的な生徒の確保に向け、PR や情報発信、オ

ープンキャンパスの開催等を行う。 

２ 学院の概要 

開校 令和２年（2020 年）４月 場  所 旭川市西神楽１線１０号 

運営形態 専修学校（専門学校） 授 業 料 163,200 円（年間） 

修学要件 道内林業関係企業等への就業を希望する者で 

○ 高校卒業程度 

○ 入学時に 40 歳以下 

修学期間 ２年間 

学年定員 40 人 

カリキュラム ○ 講義と実習による体系的なカリキュラム 

○ 現場作業に必要な最大 14 の資格等取得 など 

特徴 ○ 全道各地に就業・定着する「地域に根ざした人材」育成 ～ 道内外から入学者を確保 ～ 

○ 現場の学びを重視し実践力を養成するカリキュラム ～ 充実した実習（授業の２／３）～ 

○ 地域や産学官と連携したオール北海道で支える運営体制 ～ 道内全域がフィールド ～ 

○ 安全かつ効果的に学べる林業機械オペレーター養成プログラム  

～高性能林業機械シミュレータを導入～ 

３ 事業内容 

区分 内容 

学院運営費 

教育課程編成・

運営体制整備 

○ 教育計画および教育プログラムの策定 

· 教育計画の作成 

· 地域、産学官との連携・協力体制による運営（学校評価等の実施） 

· フィンランドのリベリア林業専門学校との連携 

情報発信 
○ 道内外から広く生徒を確保するための PR 

· SNS など多様なツールによる情報発信 

· オープンキャンパス、学校説明会の開催 

生徒募集・ 

入学試験実施 

○ 募集要項の作成および入学選考試験の実施 

· 募集要項を道内外の学校等へ配布 

· 入学試験の実施（旭川、札幌、帯広、東京、福岡） 

教育課程運営費 

○ 校舎及び地域等における講義・実習等の実施 

· 外部講師依頼 

· 教材、林業機械の調達 

· 生徒の移動手段の確保（バス借上） など 

庁舎維持管理費 ○ 校舎および公用車等の維持管理 

 

 

区  分 道単独 予算額（千円） 国 道 その他 

実施主体 北海道 R３年度 136,962 － 124,408 12,554 

実施年度 R2～ R２年度 778,133 － 771,127 7,006 

負担区分 

道費 10／10 

※道費は「森林整備等支援基金繰入金」

及び「道債」 

 その他は「使用料および手数料」等 

担当課・係 

北の森づくり専門学院 
総務課総務係 
（0166-75-6161） 
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北森カレッジ卒業生の着実な就業 

１ 目的・概要等 

北の森づくり専門学院（略称：北森カレッジ）で学んだ卒業生が、道内の林業・木材産業関連企業等へ着実に就業

し、定着を図るため、企業説明会や職業紹介事業などの取組を通じて企業とのマッチングを進めるとともに、就労環

境に関する生徒の意向を企業に提供することで、企業側の職場環境の改善を促す。 

２ 事業内容 

区分 事業内容 

（１） 卒業生の着実な就業 

 生徒の業種適性の把握 ○ 講義や実習、長期インターンシップ等の実施により生徒の業種適性を把握 

○ 進路相談等を通じて生徒の希望する業種や就労環境を把握 

就活準備講座の実施 ○ エントリーシートの記載方法や、面接試験対応などの就職活動を基礎から指

導する講座を新たにカリキュラムへ追加 

企業説明会の実施 ○ 道内の林業・木材産業関連企業等による就業ガイダンスをウェブにより開催

し、生徒と企業との情報交換を実施 

職業紹介事業の展開 ○ 職業紹介事業を展開し、求人者と求職者の間の雇用関係の成立をあっせん 

○ ハローワークをはじめ、北海道森林整備担い手支援センターや北海道林業木

材産業人材育成支援協議会※1、北森カレッジ支援地域連携協議会※2 等と連携

し、生徒と企業のマッチングを実施 

（２） 就労環境の改善 

 ○ 就労環境に関する生徒の意向を企業に提供することにより、卒業生を受け入れる企業側の職場環境の改

善を促進 

※ １ 北海道林業木材産業人材育成支援協議会 

  会員：在札の企業・木材産業関係 15 団体、森林組合 

  賛助会員：企業、団体、市町村 

 ２ 北森カレッジ支援地域連携協議会 

  構成員：道内各地域の林業担い手確保に取り組む８協議会 

 

 

担当課・係 
北の森づくり専門学院 
教務課教務係 
（0166-75-616３） 

卒業生の着実な就業と道内の林業・木材産業への定着 

《 企業等と生徒の就業（マッチング）支援 》 

安定的な 
人材確保 

【北森カレッジ】 
・生徒の業種適性の把握 
・就活準備講座、企業説明会実施 
・職業紹介事業（就職あっせん） など 

【道内の林業・木材関係企業等】 
北海道林業木材産業人材育成支援協議会 
北森カレッジ支援地域連携協議会 

・企業説明会による生徒との情報交換 
・求人、採用 
・職場環境改善        など 

【北森カレッジ生徒】 
・長期インターンシップ 
・希望する業種や就労環境イメージ 
・就職活動 

         など 

選考・面接 
(雇用契約の締結) 

求人情報 

求人申込 求職申込 

求職情報 紹介・斡旋 
(マッチング) 

-172-


